






















































































































































































































































































































































































































製造業 社長主導 専門統括 個人意思 積極支援 共通基準 自律
ニーズ・新・少数 60．26 一〇．13 一〇．10 0．53 0．35一〇．07
ニーズ・既成・少数 一〇．08 0．43 0．25 0．11 一〇．13 一〇．05
NS・既成・少数 0．43 0．15 0．11 一〇．01 0．27 一〇．11シーズ・新・少数 0．29 0．08 0．55 0．36一〇．06 一〇．41
NS・薪・少数 一〇．57 一〇．25 0．34 0．49 0．08 0．32
F　値 2．28＋ L53 0．78 0．82 0．580．71
非製造業 社長主導 専門統括 個人意思 積極支援 共通基準 自律
ニーズ・既成・少数 一〇．20 0．02 一〇．23 一〇．54 一〇．10 0．41
ニーズ・既成・NS 一〇．19 一〇．22 一〇，81 一〇．29 0．28 一〇．25
ニーズ・NS・少数 一〇．05 一〇．26 一〇．08 一〇．05 0．08 一〇．25
NS・既成・少数 0．16 0．03 一〇．13 一〇．28 一〇．00 一〇．42NS・NS・NS0．20 0．14 一〇．87 一〇．11 一〇．48 0．26
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なく見られる特徴とがあ
る。この戦略は，製造業で
は，合議主導・関連統括型
がうまくいき，非製造業で
は，社長主導・専門統括型
がうまくいく。　しかしな：が
ら，いずれの業種でも，積
極支援・個別基準型がうま
くいく。
　第二に，製造業のシーズ
志向型の戦略は，関連統
括・組織指名・自律型のシ
ステムがうまくいく。これ
らの特徴は，シーズ志向型
戦略の平均像とは異なる。
　第三に，非製造業のニー
ズ志向でもシーズ志向でも
ない戦略は，新事業を社長
主導で決定し，専門部署で
統括するシステムの方がう
まくいく。
　第四に，既成市場への参
入志向でも新市場創造志向
でもない戦略は，非製造業
で新事業に対する人的資源
の投入は，通常支援型シス
テムで行う方がうまくい
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く。
　ここでは，基本戦略の平均縁とは異なる対応関係も確認できた。たとえ
ば，製造業と非製造業に共通する基本戦略では，うまくいく企業の基本戦略
と対応する経営管理システムは，積極支援性について平均像とは異なる特徴
が見られた。さらに，うまくいくシーズ志向型戦略と対応する管理システム
も．平均像とは異なる特徴が見られた。このように，一定の戦略のもとで
も，成功確率の違いは，経営管理システムの違いによって影響を受けるので
ある。
　これまでの分析から，次のようなことが明らかになった。
　（1）製造業と非製造業の違いによって，新事業開発の経営管理システムの
　　平均像は顕著に異なる。すなわち，経営管理システムは，業種の違いに
　　よる直接的な影響を受ける。
　（2）製造業と非製造業のそれぞれの中に，異なる経営管理システムが併存
　　する。すなわち，業種の違いだけでは説明できない違いも存在する。
　（3）新事業開発の成功確率に影響する経営管理システムの特徴がある。そ
　　の特徴も，製造業と非製造業とで異なる。
　（4）一定の基本戦略に対応した経営管理システムの特徴がある。その中に
　　は，製造業と非製造業とで異なる対応関係とともに，業種の違いでは説
　　明できない対応関係もある。
　（5）　うまくいく基本戦略と経営管理システムとの問にも，平均像とは異な
　　るが，いくつかの成功確率の高い対応関係を確認できる。
　このように，新事業開発の成功確率は，一定の経営管理システムのもとで
高いことが理解できる。さらに，基本戦略と経営管理システムとの間にも，
成功確率の高い対応関係が確認された。しかし，特定の経営管理システムだ
けが，新事業開発の成功を保証するわけではない。また，業種の違いだけで
経営管理システムの違いが説明されるわけでもない。さらに，業種の違いに
関係なく，一定の基本戦略に対応した経営管理システムの特徴が存在するこ
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とも確認できた。
　それでは，どのような要因の違いが新事業の成果に影響するのだろうか。
それは，一定の経営管理システムのもとで，協働の効果を高める要因の違い
ではないだろうか。囚子分析の結果からは，六つの側面が，なんらかの共通
の基盤を持つという示唆を得ることができた。その基盤は，経営管理システ
ムにかかわる構成員に共有されているのではないだろうか。その解明には，
組織の構成員の人間的な側面に注目して，その共有する価値観や思考様式の
違いを分析する必要がある。その違いをもたらす要因の一つは，組織文化で
ある（11）。組織文化は，組織によって異なり，組織の特徴を体現し象徴してい
る。さらに，組織の認識と行動も大きく規定している（12）。
　組織の構成員に共有された目にみえない特性が，組織行動に影響を及ぼす
ということは，実務家の世界では常識として理解されていた㈹。組織の構成
員は，組織内での特定の事業に従事するうちに，組織自体やそれをとりまく
環境，さらには，他の構成員との関係について，一定の思考様式を共有し，
それが構成員の意思決定や行動に影響するからである。たとえば，ピーター
スとウォーターマンの提示したエクセレント・カンパニーの共通項は，その
ほとんどが，組織構造，管理システム，戦略経営の手法などではなく，組織
に共有された行動様式である（14）。それは，組織に独自性のある文化が定着し
ているといえる。
　組織文化の違いを明らかにすることで，組織の判断基準としての価値観の
違いや組織の問題の立て方と解き方の違いを明らかにできる。したがって，
（11）組織文化と組織成果との関係については，Schwartz　and　Davis［1981］，　Deal　and
　Kennedy［1982］，　Peters　and　Waterman［1982］，　Barney［1986］，　Lorsch［1986］などを参
　照。
（12）伊丹・加護野［1989］，第10章。
（13）Deal　and　Kennedy［1982］などを参照。
（14）　Peters　and　Waterman　［1982］．
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目に見えない組．織文化の違いも，新事業開発の進め方や成功確率に大きく影
響していると考えられる（15）。
N．結びにかえて
　新事業開発は，企業にとって未知の分野で行われることが多い。それだけ
に，失敗も多い。新事業開発の成功は，資源の蓄積の量に依存するわけでは
ない。大企業が最高の成功確率をあげているわけではなく，小企業でも新事
業をうまく立ち上げているという事実から，その難しさが理解できるであろ
う。新事業開発の成功を絶対に保証するような戦略や経営管理のシステムが
あろうはずはない。少数の事例だけを取り上げ，そこから実践的な指針を導
く研究の限界はここにある。ある企業で成功した戦略や組織を用いても，そ
れで新事業の成功が保証されるわけではないのである。しかし，成功の確率
を高めたり，期待外れの率を低くしたり，失敗にうまく対応することはでき
る。むしろ，新事業開発のプロセスで失敗が避けられないのであれば，その
失敗をおかす可能性のある担当者の役割を改めて考えてみる必要があるだろ
う。それは，企業家精神や創造性を活用できる場をつくることにつながるの
かもしれない。
　この研究では，一定の戦略や経営管理システムのもとでの成功確率が高い
ことが明らかになった。新事業開発の成功確率は，組織構造や組織機構など
の目に見える側面だけではなく，組織の構成員がどのようにかかわるかで異
（15）たとえば，社内ベンチャーは，新事業開発のための一つの制度であるが，それを導入
　するだけでは成功確率が高まるとはかぎらない。祉内ベンチャー制度の導入によって，
　組織内の自律的な行動を刺激し，組織行動の多様性を増大することはできる。しかし，
　それにかかわる構成員の行動を支配している組織的な判断基準の違いによって，新事
　業の成果は異なるだろう。
　　社内ベンチャーについては，Burgelman　and　Sayles［1986］，榊原他［1989コなどを参
　照。
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なる側面の違いによっても影響されることが理解できる。むしろ，組織の協
働システムに携わる構成員に，どのような価値観や思考様式が共有されてい
るか，それが協働システムの効果を高めることができるか，という目にみえ
ない側面の違いが鍵となっているのではないだろうか。この問いに答えるた
めには，新事業開発と組織文化との関係を分析する必要がある。日本企業の
組織文化の違いは，どのようにとらえることができるのか，その違いej　，新
事業開発の成功確率とどのような関係を持つのか，を明らかにすることは，
次の課題である。
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